









　1949 年 1 月 10 日生
学　歴
1967 年 3 月 香川県立高松高等学校卒業
1967 年 4 月 京都大学数理工学科入学
1969 年 9 月 オハイオ州立大学留学（サンケイスカラシップ）
1972 年 3 月 京都大学数理工学科卒業
1974 年 3 月 京都大学経済学部卒業
1990 年 3 月 経済学博士（京都大学，日本・米国を中心とした
国際経済に関する一連の数量的実証研究）
職　歴
1974 年 4 月 日本開発銀行入行
1977 年 4 月 早稲田大学大学院経済学研究科派遣（経済学修士）
1979 年 4 月 日本開発銀行設備投資研究所，同高松支店調査役（審査課・融資課）
1985 年 4 月 日本開発銀行本店調査部調査役
1988 年 6 月 大蔵省に出向（財政金融研究所主任研究官）
1990 年 4 月 日本開発銀行本店調査部経済調査課長
1996 年 4 月 日本開発銀行広島支店副支店長，設備投資研究所主任研究員
2002 年 5 月 日本政策投資銀行設備投資研究所副所長
2003 年 4 月 立教大学観光学部教授
2014 年 3 月 立教大学観光学部教授・大学院ビジネスデザイン研究科教授退職
社会における主な活動
新座市行財政改革推進委員会 委員長（2004 年 4 月～現在に至る）
















松本和幸　2000．日米経済と国際競争．経済経営研究，20 巻 4 号．
松本和幸　2000．実践 経済データの料理法．経済セミナー，6月号から 12 月号まで連載．
吉川洋・松本和幸　2001．産業構造の変化と経済成長．フィナンシャル・レビュー，58 号．
松本和幸　2001．日米の生産統計・物価統計について．フィナンシャル・レビュー，58 号．














松本和幸　2009．世界の経済見通しは様変わり．改革者， 50 巻 12 号．
松本和幸　2011．観光の経済波及効果計測方法について．立教大学観光学部紀要，13 号．
松本和幸　2011．グローバル化の新成長戦略研究員会報告．改革者，52 巻 5 号．
松本和幸　2011．新たな為替政策の必要性．改革者，52 巻 10 号．
松本和幸　2012．新規開業と経済成長．日本経済政策学会 69 回全国大会．
松本和幸　2012．経済復興政策研究委員会報告③ 新たな研究と技術開発を急げ―復興の障害要因へいく




Tuclea, C.-E., K. Matsumoto, 2012. Transition of the Trade Structure of Post-Socialism Emerging Econo-
mies in Europe. 2012 RESER Conference．
松本和幸　2013．円安政策の必要性とその方法．金融財政事情，3008 号．
松本和幸　2013．企業数と新規開業率の国際比較．立教 DBAジャーナル，3号．
松本和幸　2013. 地域間移動の研究．立教大学観光学部紀要，15 号．
松本和幸　2013．ビジネススクールの論文作成に必要な ICT知識．立教 DBAジャーナル，3号．
